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【まちづくり局管理職一覧（令和７年４月１日現在）】

まちづくり局長 総務部長 庶務課長 白石　敬博 ３５１０１

担当課長（技術監理担当） 伊藤　弘顕 ３５１０２

企画課長 北村　岳人 ３５２０１

まちづくり調整課長 松井　雅樹 ３５３０１

担当課長〔中高層指導〈川崎・幸・高津〉〕 木上　浩 ３５３０２

担当課長〔中高層指導〈中原・宮前・多摩・麻生〉〕 吉村　恭子 ３５３０２

担当課長〔中高層指導〈電波障害〉〕 石村　智志 ３５３０３

担当課長〔開発調整〕 重森　智一 ３５３０３

計画部長 都市計画課長 町井　和幸 ３５７０１

担当課長〔都市基盤〕 吉尾　貴充 ３５７０２

担当課長（景観・地区まちづくり支援担当） 雛元　裕美子 ３５９０１

交通政策室長 担当課長〔地域公共交通推進〕 藤堂　泰助 ３５８０１

　　塚田　雄也      ３５８００ 担当課長〔自動運転バス推進〕 藤島　直人 ３５８０５

担当課長〔交通計画調整〕 小部　貴宣 ３５８０２

担当課長〔コミュニティ交通推進〕 原　天流 ３５８０４

担当課長〔事業推進・高速鉄道３号線延伸計画推進〕 久木田　直史 ３５８０３

市街地整備部長 地域整備推進課長 若狭　公浩 ３６１０１

担当課長〔事業推進〕 柏原　芳陽 ３６１０２

防災まちづくり推進課長 西山　尚香 ３６３０１

登戸区画整理事務所長 担当課長〔庶務〕 坂本　正和 933-8511

　　清水　洋一　　　933-8582 担当課長〔企画〕　 佐藤　良介 933-8512

担当課長〔換地〕 井口　尚 933-8571

担当課長〔工事〕 小峰　俊明 933-8581

担当課長〔まちづくり事業調整〕 小島　隆司 933-8580

　　沖山　浩二      ３６１００

　　宮崎　伸哉　　　３５０００ 　　関山　浩司　　　３５１００

　　関口　隆雄      ３５７００
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拠点整備推進室長 担当課長〔川崎駅周辺整備推進〕 五十嵐　太一 ３６２０２

担当課長〔企画・小杉駅周辺整備推進〕 尾池　宗弘 ３６２０１

住宅政策部長 住宅整備推進課長 島田　圭一郎 ３６５０１

　　原嶋　茂     　　 ３６５００ 担当課長〔マンション再生・空家対策担当〕 川本　拓 ３６５０２

市営住宅管理課長 須山　政弘 ３６６０１

担当課長（指導・収納担当） 半田　剛彦 ３６６０２

市営住宅建替推進課長 竹村　普 ３６７０１

施設整備部長 施設計画課長 立谷　清教 ３７１０１

　　畑　　透     　　  ３７１００ 担当課長〔計画調整〕 柳瀬　一路 ３７１０３

担当課長〔調整・支援〕 丹波　文雄 ３７１０２

担当課長（公共建築担当） 渡　健一 ３７２０１

担当課長（長寿命化推進担当） 藤本　潤 ３７３０１

担当課長（電気設備担当） 竹下　和洋 ３７４０１

担当課長（機械設備担当） 大久保　忠義 ３７４０２

担当課長（川崎病院再編担当） 竹下　和彦 ３７４０３

指導部長 建築管理課長 松本　裕幸 ３７５０１

　　工藤　圭一   　  ３７５００ 担当課長〔建築企画担当〕 西垣　誠 ３７５０２

建築指導課長 大場　孝浩 ３７６０１

建築審査課長 佐々木　 朗子 ３７７０１

担当課長〔構造・指定機関〕 米塚　正樹 ３７７０２

宅地企画指導課長 柴　次郎 ３７８０１

宅地審査課長 西　喜士 ３７９０１

　　蛭川　泰行       ３６２００
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まちづくり局事業概要（令和７年度） 

総 務 部 

課かい名 業     務 摘        要 

庶 務 課 (１) 局の人事、予算及び決算 

(２) 局内の連絡調整及び事務改善 

(３) 局事業の調査、統計及び資料収集 

(４) 局に属する委託契約 

(５) 局に属する委託の検査 

(６) 局に属する工事の設計単価、歩掛、積算及び仕様書 

(７) 技術指導及び研修 

(８) 局民間活用事業者選定評価委員会 

(９) 一般財団法人川崎市まちづくり公社及びみぞのくち

新都市株式会社 

(10) 局内他の課の主管に属しないこと 

職員数 ３８６名（令和７年４月１日現在） 

※(一財)日本建築センターへの派遣職員１人、石川県輪島市への派遣職員１名を

含む。 

 

委託業務検査実施状況（令和６年度） ４５５件 

 

 

企 画 課 (１) 局主要事業の企画、調整及び進行管理 

(２) 都市開発に係る調査及び計画 

(３) 高度情報通信基盤・システムの整備推進 

 

 

 

大規模低未利用地等のまちづくり誘導 

 

木材利用促進事業 

川崎市木材利用促進フォーラム総会（平成２７年１０月設立） 

令和６年度：令和６年７月に開催 

※会員団体数 １６２ 

（令和７年４月１日現在） 

川崎市木材利用促進事業補助（令和６年度） 

補助件数  ８件 
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課かい名 業     務 摘        要 

ま ち づ く り 

調 整 課 

(１) 建築行為及び開発行為の総合調整 

(２) 中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の

調整等 

(３) 建築等紛争調停委員会 

(４) 局事業に伴う訴訟等の総括 

(５) 建築審査会及び開発審査会 

(６) まちづくり相談窓口 

(７) 高層集合住宅の震災対策に関する施設整備 

(８) 葬祭場等の設置等に係る手続 

 

建築行為及び開発行為に関する総合調整条例に基づく受付件数（令和６年度） 

   受付件数         １９０件 

 

中高層建築物等の建築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例に基づく

受付件数等（令和６年度） 

（１） 受付件数       ７７件 

（２） 紛争の処理件数 

     紛争調整(あっせん)   １件 

     紛争の調停       １件 

  

建築審査会及び開発審査会 (令和６年度) 

項目 開催回数 同意・審議案件 審査請求案件 

建築審査会 ３回 ５件 ０件 

開発審査会 ３回 ６件 ０件 

 

まちづくり相談受付件数（令和６年度） 

   受付件数       １３３件 

  

高層集合住宅の震災対策に関する施設整備要綱に基づく受付件数（令和６年度） 

   受付件数        １９件 

 

葬祭場等の設置等に関する要綱に基づく受付件数（令和６年度） 

  受付件数          ２件 
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計 画 部 

課かい名 業     務 摘        要 

景 観 ・ 地 区 

まちづくり支援  

担 当 

 

(１) 都市景観行政の総合企画及び調整 

(２) 都市景観審議会及び地区まちづくり審議会 

(３) 景観法に係る手続 

(４) 都市景観形成地区等に係る手続 

(５) 都市景観の形成に係る助成、知識の普及等 

(６) 地区まちづくりの支援 

(７) 都市計画法に基づく地区計画 

(都市計画課の所管に属するものを除く。) 

(８) 建築協定 

景観法に基づく行為の届出に係る指導（景観計画特定地区届出を除く。） 

令和６年度届出・協議件数     １４１件 

 

景観法に基づく行為の届出に係る指導（景観計画特定地区届出に限る。） 

令和６年度届出件数         ２６件 

 

都市景観形成地区内の行為の届出に係る指導 

令和６年度届出・協議件数      １７件 

                     

市と市民の協働による景観形成に向けた取組 

令和６年度都市景観形成協力者表彰   ２件 

 

川崎市地区まちづくり育成条例の運用 

令和６年度末現在 

 地区まちづくり組織         ５地区 

 地区まちづくり構想認定       ５地区 

 地区まちづくりグループ登録    ２０地区 

 

地区計画の指定（再開発等促進区を除く。） 

令和６年度末現在         ５９地区 

 

建築協定の認可 

令和６年度末現在         １３地区 
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課かい名 業     務 摘        要 

都市計画課 (１) 課の市税外収入 

(２) 都市計画の決定及び変更の手続 

(３) 都市計画審議会 

(４) 市街化区域及び市街化調整区域の調査及び計画 

(５) 都市計画の調査、調整及び協議 

(６) 地域地区の調査及び計画 

(７) 都市計画基本図その他地図 

(８) 都市計画情報システム 

(９) 都市計画マスタープラン 

(10) 都市計画法に基づく地区計画 

（再開発等促進区に係るものに限る。） 

 

 

 

市街化区域面積 １２，７２８ha 

市街化調整区域面積 １，７０７ha 

都市計画道路 １１１路線、延長 約３１１km 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（整開保）（令和７年３月改定） 

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ全体構想（平成２９年３月改定） 

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ区別構想（多摩区構想・麻生区構想を平成３１年３月改定、

高津区構想・宮前区構想を令和２年１２月改定、川崎区構想・幸区構想・中原

区構想を令和３年８月改定） 

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ小杉駅周辺まちづくり推進地域構想（平成２１年３月策定） 

立地適正化計画（令和７年３月策定） 

都市計画審議会諮問案件（令和６年度） 
 

（都市計画決定・変更案件） 

用途地域の変更 ３件 

高度地区の変更 ２件 

防火地域及び準防火地域の変更 １件 

特別緑地保全地区の決定、変更 １件 

生産緑地地区の変更  １件 

緑地の変更 ０件 

地区計画の決定、変更     ３件 

都市計画道路の変更 １２件 

都市高速鉄道の変更 ２件 

整開保等の見直し関連案件 １件 

（その他議案） 

一般廃棄物・産業廃棄物処理施設の位置 ３件 
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交通政策室 

課かい名 業     務 摘        要 

交通政策室 (１) 駐車場法等に関する業務 

(２) 都市交通体系の調査、計画及び調整 

(３) 路線バスの自動運転、モビリティ・ハブ、デマンド

交通等の地域交通の取組の推進 

(４) 空港関連業務 

(５) 鉄軌道の調査及び計画 

(６) 鉄道輸送力増強促進 

(７) 鉄道の駅施設改良等の調整及び推進 

(８) 交通バリアフリー化の推進 

(９) 横浜市高速鉄道３号線延伸の推進 

川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例 

 令和６年度届出件数    ６５件 

 

川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例に係る駐車施設の協議 

 令和６年度協議件数    ７０件 

 

総合都市交通計画（平成３０年３月改定） 

 

地域公共交通計画（令和３年３月策定） 

 

地域公共交通ネットワークの形成に向けた取組 

 

鉄道の駅施設改良等の調整及び推進 

・南武線駅アクセス向上等整備事業に係る維持管理及び協議・調整 

 

交通バリアフリー化の推進 

・ホームドア等整備の促進（ＪＲ南武線登戸駅、武蔵中原駅） 

 

横浜市高速鉄道３号線延伸の推進 

・横浜市や鉄道事業者等の関係機関との協議・調整 

8



市街地整備部 

課かい名 業     務 摘        要 

地 域 整 備 

推 進 課 

(１) 課の市税外収入 

(２) 拠点地区（拠点整備推進室の所管に属するものを除

く。）、その他市街地の整備に係る企画、計画、調整及

び事業の実施 

(３) 都市再開発法、土地区画整理法及びマンションの建

替え等の円滑化に関する法律に基づく認可等（防災ま

ちづくり推進課、建築管理課及び建築指導課の所管に

属するものを除く。） 

(４) 首都圏整備法による既成市街地であることの証明 

(５) 登戸区画整理事務所との連絡調整 

新百合ヶ丘駅周辺まちづくり推進事業 

 

鷺沼駅周辺まちづくり推進事業  

  

柿生駅南口地区整備事業 

 

戸手４丁目北地区整備事業  

  

南武線沿線まちづくり推進事業  

  

横浜市高速鉄道３号線延伸に伴うまちづくり推進事業  

 

市街地開発事業の推進業務 

 

優良建築物等整備事業   

  

マンション建替え円滑化法に基づく支援指導 
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課かい名 業     務 摘        要 

防災まちづくり 

推 進 課 

 

 

(１) 課の市税外収入 

(２) 防災都市づくり基本計画 

(３) 密集市街地に係る企画、計画、調整及び事業の実施 

(４) 市民による防災まちづくりの支援 

(５) 建築物の耐震化の支援 

(６) マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１

０２条第２項第１号に基づく除却の必要性に係る認

定 

 

 

住宅等不燃化推進事業（令和６年度補助実績） 

・川崎区小田周辺地区 

 老朽建築物除却：５４件 耐火性能強化：６件 

・幸区幸町周辺地区 

 老朽建築物除却：１９件 耐火性能強化：４件 

 

地域の主体的な防災まちづくりの推進 

・令和６年度実施地区（３年目：小倉中町内会、諏訪第１町会、古市場２丁目

町内会、２年目：昭和町内会、上平間第１町内会、小杉陣屋町１丁目町会、

１年目：古川町町内会、戸手町内会、小杉陣屋町２丁目町内会） 

 

南武支線沿線まちづくり推進事業 

 

民間建築物等耐震改修促進事業 

・木造住宅耐震診断士派遣制度(令和６年度) 

  派遣件数  ４７７件 

・木造住宅耐震改修助成制度(令和６年度) 

  助成件数    ４５件 

・耐震シェルター等設置助成制度(令和６年度) 

   助成件数     １件 

・マンション耐震診断に係る予備調査制度(令和６年度) 

  派遣件数      ６件 
 

・マンション耐震改修等助成制度(令和６年度) 

耐震診断 耐震設計 耐震改修 

３件(２２６戸) ０件(０戸) ０件(０戸) 
 

・耐震診断義務化沿道建築物耐震改修等助成制度(令和６年度) 

耐震診断 耐震設計 耐震改修 除却 

０件 １件 １件 ０件 
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登戸区画整理事務所 

課かい名 業     務 摘        要 

登戸区画整理 

事 務 所 

(１) 所の市税外収入 

(２) 登戸土地区画整理事業の実施 

(３) 登戸土地区画整理事業に伴う権利者及び関係機関と

の連絡調整 

(４) 登戸土地区画整理審議会及び評価員 

 

 

 

登戸地区（市施行） 

 施行面積    約３７．２ha 

 都市計画決定  昭和６３年３月 １日 

 事業計画決定  昭和６３年９月１６日 

 仮換地指定   １００％（市管理用地を除く。） 

 使用開始    ９９．８％（市管理用地を除く。） 

 移転棟数    １，３５６棟（１００％） 

 道路整備延長  １１，７３４ｍ（１００％） ※駅前広場整備を除く。 

（令和７年４月１日現在） 
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拠点整備推進室 

課かい名 業     務 摘        要 

拠 点 整 備 

推 進 室 

 

(１) 川崎駅及び小杉駅周辺地区広域拠点の形成 川崎駅周辺地区の整備 
・川崎駅周辺総合整備計画に基づく取組の推進 

・京急川崎駅周辺地区整備事業 

・公共空間の有効活用に関する取組の推進 
・既存ストックを活用したリノベーションまちづくりの推進 
 

小杉駅周辺地区の整備 
・小杉駅北口駅前まちづくり方針に基づく取組の推進 
・日本医科大学地区の整備の促進 
 
両地区における民間開発事業等の誘導・支援 
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住宅政策部 

課かい名 業     務 摘        要 

住 宅 整 備 

推 進 課 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 住宅施策の企画及び調整 

(２) 市営住宅整備事業等の国庫補助事業等の協議及び手

続 

(３) 高齢者向け優良賃貸住宅 

(４) 住宅資金等の助成 

(５) 分譲マンションの管理運営に関する調査、啓発及び相

談 

(６) 民間賃貸住宅における居住の支援 

(７) 住宅政策審議会 

(８) 空家等対策協議会 

(９) 空家等対策計画等 

(10) 川崎市住宅供給公社 

 

 

 

 

 

 

 

・平成  ５年５月 住宅基本計画策定 

・平成１２年３月 住宅基本条例制定 

＜直近の動き＞ 

・令和６年２月 住宅基本計画改定 

・令和６年６月～令和８年５月 

第１２次住宅政策審議会 

諮問「高経年の住宅等の維持・再生のあり方について」 
 

高齢者向け優良賃貸住宅の管理状況（令和７年３月末） 

区  分 管 理 戸 数 

高齢者向け優良賃貸住宅 １９０戸 
 

ハウジングサロン相談状況（令和７年３月末） 

 一般住宅相談運用状況 マンション管理相談運用状況 

相談件数 ３３６件 ４５３件 

（(一財)川崎市まちづくり公社が実施していたハウジングサロンの運営を、令

和５年度から川崎市住宅供給公社に引き継いで実施） 
 

マンション段差解消工事等費用助成金交付状況 

令和６年度分 

件数 戸数 

１８件 １，９２０戸
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課かい名 業     務 摘        要 

住 宅 整 備 

推 進 課 

（ 続 き ） 

 すまいの相談窓口状況（令和７年３月末） 

 高齢者住まい住み替え相談 空き家相談 その他相談 

相談件数 ５３９件 ６５件 ８４件 

（川崎市住宅供給公社実施） 
 

居住支援制度運用状況（令和７年３月末） 

協力不動産店       １１８店 

制度利用者 

（  ）内は 

令和６年度 

新規更新制度 

利用者 

高齢者 １１５世帯（５６） 

障害者 １７世帯（１１） 

外国人 ３世帯（１） 

ひとり親 １世帯（１） 

ＤＶ被害者一時保護施設退所者 １世帯（０） 

ホームレス自立支援施設退所者 １世帯（０） 

児童福祉施設等退所者 １世帯（０） 

特定疾患患者 ０世帯（０） 

合 計 １３６世帯（６９） 
 

サービス付き高齢者向け住宅の登録状況 

・令和６年度末 ５０住宅２，１０５戸 
 

空家等対策の取組状況 

・令和６年８月 第２期川崎市空家等対策計画一部改定 

・空き家の譲渡所得３，０００万円控除に係る確認書の交付件数（令和６年度） 

 交付件数 ２４７件 
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課かい名 業     務 摘        要 

住 宅 整 備 

推 進 課 

（ 続 き ） 

 ・特定空家等の認定数及び法的措置の実施状況（令和７年３月末） 

（  ）内は令和６年度新規 

認定数 指導 勧告 解消 

３(１） ３ (１) １(０) ２(１) 
 

・管理不全空家等の認定数及び法的措置の実施状況 

（令和６年１０月～令和７年３月末） 

認定数 指導 勧告 解消 

５２ ５２ １３ １ 
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課かい名 業     務 摘        要 

市 営 住 宅 

管   理   課 

(１) 課の市税外収入 

(２) 市営住宅及び特定公共賃貸住宅の公募及び入退去 

(３) 市営住宅等の使用料の決定及び変更 

(４) 市営住宅等連絡人 

(５) 使用者の名義変更の承認 

(６) 市営住宅等の使用料及び敷金の調定、徴収、減免及び

徴収猶予並びに使用料の滞納整理 

(７) 収入超過者に対する措置等 

(８) 市営住宅等の補修（市営住宅建替推進課の所管に属す

るものを除く。） 

(９) 市営住宅等及び敷地の管理 

(10) 市営住宅等の用途廃止及び処分 

(11) 分譲住宅の敷地の管理及び処分 

 

市営住宅等管理戸数 （令和７年３月３１日現在） 

区  分 管 理 戸 数 

市 営 住 宅  １７，３０１戸 

特定公共賃貸住宅  １７６戸 

計  １７，４７７戸 

 

市営住宅公募状況（令和６年度 ３月募集を除く。）  

区  分 募集戸数 応募者数 応募倍率 

市営住宅 
新築 ３１戸 １９３名 ６．２倍 

空家 ６０３戸 ５，２２５名 ８．７倍 

常時募集（令和６年度） 募集戸数 １４７戸 

（注１）車いす使用者向け住宅については、登録制により実施 

（注２）特定公共賃貸住宅は、空家の随時募集により実施 

 

市営住宅等使用料収納状況 

（令和６年度見込（令和７年１月末時点）） 

項   目 金      額 

調 定 額  ５，１６９，６３９千円 

収 入 済 額  ４，９４１，０５２千円 

収 入 率 ９５．５８％ 

 

市営住宅等管理代行者  川崎市住宅供給公社（令和４～８年度） 
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課かい名 業     務 摘        要 

市 営 住 宅 

建 替 推 進 課 

 

(１) 市営住宅等の整備計画 

(２) 市営住宅等の建替え及び改善事業の調整 

(３) 市営住宅等の建築工事等の調査、計画、設計及び監督 

(４) 市営住宅等に関連する共同施設の建築工事等の調査、

計画、設計及び監督 

 

 

 

 
 

 

令和７年度市営住宅等整備予定 

区 分 構造 住 宅 名 戸数 整備年度 

建 替 中層   真福寺 ６９ ５～７ 

建 替 中層   初 山 ４４ ６～８ 

建 替 中層   高 石 ４０ ７～８ 

建 替 中層   生 田 ７０ ７～８ 

  計 ２２３  

 

区 分 構造 住 宅 名 棟数 整備年度 

長寿命化 中層 有馬第１ ２ ６～７ 

長寿命化 中層 新 作 ２ ７～８ 

長寿命化 中層 高 山 ３ ７～８ 

長寿命化 中層 有馬第２ ５ ６～８ 

長寿命化 中層 中丸子 １ ７～８ 

計 １３  
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施設整備部 

課かい名 業     務 摘        要 

調整・支援 

担 当 

 

公 共 建 築 

担 当 

 

長寿命化推進 

担 当 

 

電 気 設 備 

担 当 

 

機 械 設 備 

担 当 

 

川崎病院再編 

担 当 

(１) 建築工事（市営住宅等を除く。）及び受託工事の調査、

計画、設計及び監督 

(２) 市有建築物（市営住宅等を除く。）の建築等整備事業

の監視等 

 

 

 

 

 

建築工事契約件数及び金額（令和６年度） 

工 事 種 別 件 数 金  額 

一般施設建築 ９１件 ６，３４２，７５５，１００円 

学 校 建 築 １３１件 ２０，５１１，０５０，７８０円  

合  計 ２２２件 ２６，８５３，８０５，８８０円 

 
令和６年度 主な完成案件 
（１） 坂戸小学校校舎増築 
（２） 多摩区保育・子育て総合支援センター新築 
（３） 夢見ヶ崎動物公園利用者利便施設改築 
（４） 第３庁舎照明設備等改修 
 
令和７年度 主な設計案件 
（１） 幸市民館・図書館改修設計 
（２） 高津区保育・子育て総合支援センター新築等設計 
（３） 岡本太郎美術館天井及び空気調和設備等大規模改修設計 
（４） 学校体育館空気調和設備設置設計 
 
令和７年度 主な工事案件 
（１） 労働会館改修 
（２） 中央支援学校高等部分教室校舎増築 
（３） 鷺沼小学校校舎増築 
（４） 登戸小学校校舎増築 
（５） 川崎病院救命救急センター新築 
 
令和７年度 主な完成予定案件 
（１）中部児童相談所新築 
（２）宮前平中学校校舎増築 
（３）地域子育て支援センターすがお改修 
（４）川崎競輪場非常用発電設備改修 
（５）産業振興会館受変電設備改修 
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課かい名 業     務 摘        要 

施設計画課 (１) 受託事業等の事前調査等 

(２) 建築工事（市営住宅等を除く。）及び受託工事の執行 

(３) 市営住宅等を除く市有建築物の長寿命化の推進に関

すること（総務企画局公共施設総合調整室の所管に属

するものを除く。） 

建築計画に関する事前相談 

ＰＦＩ事業等の技術的支援 
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指導部 

課かい名 業     務 摘        要 

建 築 管 理 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 部の市税外収入（建築審査課の所管に属するものを除

く。） 

(２) 建築、開発行為及び宅地造成等に係る証明 

(３) 租税特別措置法に基づく住宅用家屋証明 

(４) 建築基準法に基づく諸統計及び報告 

(５) 部事業に伴う訴訟等 

(６) 建築物の環境配慮制度 

(７) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

に基づく建築物の新築等に係る適合性判定及び認定等 

(８) 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素

建築物新築等計画の認定等 

(９) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく建

築等計画の認定等 

(10) 建築基準法等に係る業務の企画及び調査 

(11) マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０

２条第２項第２号から第５号までの規定に基づく除却

の必要性に係る認定 

(12) バリアフリー基本構想 

(13) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律に基づく特定建築物の建築等及び維持保全の計画の

認定 

(14) 福祉のまちづくり 

(15）ワンルーム形式集合住宅等への建築指導 

各種証明書等の交付件数（令和６年度） 

 件  数 

住宅用家屋証明 ７，３５１件 

台帳記載証明等 １７，６５３件 

概要書等写し ４３，５６３件 

開発登録簿写し ３，２８２件 

その他証明 ４，６５７件 

合 計 ７６，５０６件 
 

 

届出・協議等（令和６年度） 

種   別 件 数 

建築物の環境配慮制度（ＣＡＳＢＥＥ川崎・戸建）に係る届
出 

６０件 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく建
築物の新築等に係る適合性判定 

４件 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく建
築物の新築等に係る届出等 

３４２件 

都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物の
新築等計画の認定等 

８７件 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく建築等計画
の認定等 

７０７件 

福祉のまちづくりに係る事前協議 ２０８件 

川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱に係る届出 ５６件 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく建築
物等の解体工事、新築工事等及び土木工事に係る届出 

２，５５４件 
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課かい名 業     務 摘        要 

建 築 管 理 課 

（ 続 き ） 

 

(16) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基

づく建築物又は工作物（建築基準法第 88 条に規定する

ものに限る。）の解体工事、新築工事等に係る届出等 

(17) 租税特別措置法に基づく優良住宅認定 
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課かい名 業     務 摘        要 

建 築 指 導 課 (１) 建築基準法等に基づく許可及び認定（建築審査課の所

管に属するものを除く。）並びに指定 

(２) 斜面地建築物の建築制限等 

(３) マンションの建替え等の円滑化に関する法律に基づ

く容積率の特例許可 

(４) 建築物等に係る違反の是正指導、命令、告発及び代執

行 

(５) 建築監視員の統括及び連絡調整 

(６) 建築物等の防災 

(７) 建築物等の定期報告の受理 

(８) 建築基準法に基づく指定確認検査機関に関すること

（建築審査課の所管に属するものを除く。）。 

 

 

 

 

 

 

 

建築許可（令和６年度） 

種   別 件数 

敷地等と道路との関係 １件 

道路内の建築制限 ４件 

用途地域 ２件 

卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置 ４件 

敷地面積の最低限度 １件 

低層住居専用地域内における建築物の高さの制限 １件 

日影による中高層の建築物の高さの制限 ３件 

川崎都市計画高度地区の適用除外 １件 

総合設計制度 ０件 

仮設建築物に対する制限の緩和 ５５件 

川崎市建築基準条例の許可 ３件 

川崎市地区計画条例の許可 ０件 

その他の許可 ０件 
 

認定（令和６年度） 

種   別 件数 

低層住居専用地域内における建築物の高さの制限 ０件 
再開発促進区域内の容積率認定  ０件 
一の敷地とみなすこと等による制限の緩和（一団地認定） １件 
一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の取消（一団地認定の取
消） 

１件 

全体計画認定 ０件 
仮使用認定 ２件 

その他の認定 ０件 
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課かい名 業     務 摘        要 

建 築 指 導 課 

（ 続 き ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路位置指定（令和６年度）      

 件 数 延  長 

指  定 ７件 １７９．６４２ｍ 

変  更 ０件 ０ｍ 

廃  止 ５件 １１３．８９ｍ 
 
届出・協議等（令和６年度） 

種   別 件 数 

斜面地建築物の建築の制限等に係る確認 ０件 

斜面地建築物の建築の制限等に係る完了 ０件 

 

違反建築物処理状況（令和６年度） 

調査件数 違反件数 是正件数 指導中 

５１９件 ２９件 ４件 ２５件 

 

建築物等の定期報告（令和６年度） 

建築物等 昇降機等 計 

１，０２４件 １４，４９７件 １５，５２１件 
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  課かい名 業     務 摘        要 

建 築 審 査 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 課の市税外収入 

(２) 建築基準法に基づく確認及び検査 

(３) 建築物等の違反摘発及び指導 

(４) 指定確認検査機関からの報告書等に関すること 

(５) 道路の位置の指定に係る証明 

(６) 建築基準法第 43 条第２項に基づく認定及び許可（包

括同意基準に適合するものに限る。） 

(７) 建築基準条例第６条第２項に基づく許可 

(８) 狭あい道路の拡幅整備 

 

確認等件数（令和６年度） 

 建築物 建築設備 工作物 計 

確認申請受付件数   １６件 ０件 ０件 １６件 

確認申請確認件数  １６件 ０件  0件 １６件 

中間検査合格件数  ０件 ― ― ０件 

完了検査済件数  １５件  １件  １件 １７件 

計画通知受付件数  ３８件 １４件  ７件 ５９件 

計画通知確認件数  ３９件 １４件 ７件 ６０件 

計画通知中間検査合格件数  ３件 ― ― ３件 

計画通知検査済件数  ３０件 １１件  ０件 ４１件 

 

指定確認検査機関による確認等件数（令和６年度） 

 建築物 建築設備 工作物  計 

確認申請確認件数  ４，７０２件 ３７７件 ３７件 ５，１１６件 

中間検査合格件数  ２，２９９件 ― ― ２，２９９件 

完了検査済件数  ３，８０９件 ３５７件 ２９件 ４，１９５件 

ただし、令和７年３月末日までに報告書が市に到達したものに限る。 

 

建築基準法第４３条第２項に基づく許可（包括同意基準に適合するものに限

る。） 

  令和６年度 ６５件 

 

建築基準条例第６条第２項に基づく許可 

  令和６年度 ２６３件 
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  課かい名 業     務 摘        要 

宅 地 企 画 

指 導 課 

(１) 都市計画法に基づく開発行為等に係る業務の企画、調

整及び調査 

(２) 都市計画法等に基づく諸統計及び報告 

(３) 租税特別措置法に基づく優良宅地造成認定 

(４) 低未利用土地等確認書の交付 

(５) 開発行為等に係る違反の是正指導、命令、告発及び代

執行 

(６) 急傾斜地の崩壊防止 

(７) 宅地の防災 

(８) 宅地耐震化推進事業 

急傾斜地崩壊危険区域指定箇所 

(令和７年３月３１日現在) 

  １０５箇所（うち工事概成箇所 １０３箇所） 

 

急傾斜地崩壊対策工事施工箇所（令和６年度） 

    ３箇所 

 

衛星ＳＡＲによる崖の変動検出 

 

宅 地 審 査 課 (１) 都市計画法に基づく開発行為等の規制 

(２) 宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等

に関する工事等の規制 

(３) 開発行為等の違反摘発及び指導 

開発行為許可件数（令和６年度） 

１４０件 

 

宅地造成工事許可件数（令和６年度） 

   ５４件（宅地造成等規制法による許可件数） 
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